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Abstract 
We investigated the association between the awareness of mothers on the importance of food education 

and their practical skills in using the food balance guide to inform the dietary habits of kindergarten 
children. The purpose of this study was to analyze the secondary survey data from the Municipal Food 
Education Promotion Plan for the future promotion of nutrition education. 

The children of mothers who were aware of the importance of food education went to bed earlier, 
ate breakfast regularly, and consumed fish, eggs, and vegetables more frequently than the children of 
mothers who were unaware of the importance of food education. The children of mothers who were 
skilled in using the Food Balance Guide also ate breakfast regularly and consumed fish, soybean products, 
vegetables, fruit, and dairy products more frequently than the children of mothers who were not skilled 
in using the Food Balance Guide. Multivariate logistic regression analysis indicated that both awareness 
and practical skills were strongly correlated with the frequency of breakfast and of vegetable intake.
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１．緒言 
　食育を推進するにあたっては、家庭が基本
であり 1 ～ 4）、乳幼児の食生活は保護者、とり
わけ母親の影響が大きい 5）6）ことが知られて
いる。厚生労働省は乳幼児栄養調査結果の概

要（平成 17 年）2）で、「家庭での食育の重要
性に対する認識」について、75% の保護者
が認識していたことから、重要性認識の次の
段階として、実践のための支援策の必要性を
述べている。続く第 2 次食育推進基本計画 3）、
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２．方法
　2.1．調査方法
　本研究は、2013 年 5 ～ 6 月に実施された
貝塚市の地方計画策定のための実態調査「幼
児対象調査」12）のうち幼稚園児のデータを
抽出し用いた。「幼児対象調査」は、市の保
健事業に参加した幼児を持つ保護者 207 名
と、私立幼稚園 3 園に在籍する 3 ～ 6 歳の幼
児の保護者 387 名（在籍数は 476 名）に無記
名自記式アンケート調査を行ったものであ
る。市の保健事業の参加者に対するアンケー
トはその場で記入されたものを回収した。私
立幼稚園の 3 園は、比較的園児数の多い幼稚
園を選択し、幼稚園から保護者に配布し自宅
で記入の上、幼稚園で回収した。
　2.2．調査内容
　今回、市が計画策定のために現状を調査し
た内容は、厚生労働省の「平成 17 年度乳幼
児栄養調査」2）を一部引用して大阪府が実施
した「大阪府における幼児の食生活状況アン
ケート」13）と同一の内容である。質問内容
の項目は、基本属性（幼児の年齢、幼児の性
別、通園先、回答者の続柄、回答者の年齢、
回答者の性別）、幼児の生活習慣（起床時間、
就寝時間、朝食摂取頻度）、幼児の食品摂取
頻度（穀類、魚、肉、卵、大豆・大豆製品、
野菜、果物、牛乳・乳製品、果汁などの甘味
飲料、スポーツドリンクなどのイオン飲料）、
回答者の食状況（朝食摂取頻度、家庭での食
育の重要性の認識、食事バランスガイドの認
知と活用）である。
　2.3．解析対象と解析方法

（1）解析対象
　本研究の解析対象者は、市の保健事業で収
集したアンケートの回答者を除外し、幼稚園
の保護者とした。さらに、幼稚園 3 園の回答
者 380 名のうち母親以外の回答者と回答不備
を除く 323 名（収数の 85.0％）を解析対象者
とした。

第 3 次食育推進基本計画 4）では共食といっ
た目標を掲げ、より家庭での取り組みを推進
している。国の基本計画を受け、市町村にお
いても地域特性を地域計画に生かしながら、
行政、教育・保育施設、企業などを中心に、
親子で料理を作って食べる機会などを設けて
いる。
　食育元年といわれる平成 17 年に厚生労働
省と農林水産省が共同で考案した「食事バラ
ンスガイド」は好ましい食生活（食生活指針）
を具体的な実践に結び付けるためのツール
7）である。現在、食育推進実施主体として行
政、保健機関、教育・保育施設をはじめ企業
も、食事バランスガイドを活用した食育を推
進している。しかし、内閣府が国民に行った

「食育に関する意識調査結果報告書（平成 28
年 2 月）8）」では、日頃から健全な食生活を
実践するために参考にしているものを尋ねた
ところ、食事バランスガイドを参考にしてい
る人は 40.9％であり、中でも若い世代は低く、
食育元年から 10 年経た現在も十分な活用に
結び付いているとは言えない。
　現在、国は第 3 次食育推進計画の中で、次
世代育成のために、若い世代への食育と同時
に未就学児への取り組みを推進 4）している。
保育所 9）、認定こども園 10）、幼稚園 11）はそ
れぞれ食育を進めていかなければならないこ
とが保育指針などに示されているが、幼稚園
では、食育の計画策定、給食実施の努力義務
がなく、栄養士の配置もないため、食育の機
会は保育所よりも少ないと考える。
　そこで本研究では、地方計画策定のために
実施した市町村の現状把握のアンケート調
査 12）から、「食育の重要性に対する認識」の
有無および、「食事バランスガイドを参考に
した食生活の活用スキル」の有無が、生活習
慣や食品の摂取状況と、どのように関連して
いるのかを検討し、栄養士配置のない幼稚園
での食育推進の手立てとすることを目的にし
た。
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（2）解析方法
　質問項目の調整では、①「家庭の食事や生
活を通して、お子さんが健康的な食習慣を身
につけていくことができると思いますか」と
いう質問項目を、厚生労働省と同様に「食育
の認識」１）とした。回答は、「思う」を「認
識あり」、「思わない」「わからない」を「認
識なし」との 2 項にまとめた。②「食事バラ
ンスガイドを見たことがありますか」につい
ては付帯質問である「食事バランスガイドを
参考にしてメニューを考えたり選んだりしま
すか」と合わせて、「バランスガイドの活用
スキル」とした。回答は「ほぼ毎日参考にし
ている」「1 日 1 食は参考にしている」「時々
参考にしている」を「活用あり」とし、「参
考にしない」「知らない」を「活用なし」の
2 項とした。③食品の摂取頻度では、アレル
ギーなどを考慮して、「まだ食べていない」
という選択肢を除外の上、「ほぼ毎日」、「週
に 4・5 日」、「週に 2・3 日」、「ほとんど食べ
ない」の 4 項で集計し解析した。
　解析方法は、「食育の認識」および「バラ
ンスガイドの活用スキル」を独立変数（原因）
に、幼児の生活習慣および食品摂取頻度を従
属変数（結果）として、クロス集計表を用いた。
　検定方法は、幼児の年齢と母親の年齢につ
いては正規分布の分散を確認の上、t 検定を
用い、年齢以外の項目については分布の差を
フィッシャーの正確確率検定で確認した。最
後に、クロス集計で関連が見られた項目を抽
出し、「食育の認識」で「あり（1）」「なし（0）」、

「バランスガイドの活用スキル」で「あり（1）」
「なし（0）」とし、ロジスティック回帰分析
（強制投入法）による関連の強さを検討した。
ダミー変数は生活習慣と食品摂取に分けて、
それぞれ好ましい生活習慣、食品摂取を（1）
とし、それ以外を（0）とした。
　解析には SPSS Statistics 22 および SPSS 
16.0 Family（日本アイ・ビー・エム株式会社）
を使用し、有意水準を 5％とし両側検定を用

いた。
　2.4．倫理的配慮とデータ利用の手続き
　本調査は、市の健康増進・食育推進計画策
定時に収集した調査データを利用したもので
あり無記名で調査されている。対象者には目
的を告げ、回答は自由意志で行われることを、
文面で説明し同意を得た調査である。筆者ら
のデータ利用に関しては、学術的に分析する
目的であることを書面にて市に依頼し、倫理
的に問題がないことが確認された後、データ
の提供許可を書面にて受けた。また、大阪夕
陽丘学園短期大学倫理審査会において承認を
得た（承認番号 27003 平成 27 年 7 月 29 日）。

3．結果
　3.1．対象者特性について（表 1）
　基本属性等の対象者の特性を表 1 に示し
た。幼児の男女比は男児 48.6％、女児 51.4％
であった。幼児の平均年齢および標準偏差
は 4.1 ± 0.90 歳、母の平均年齢及び標準偏差
は 35.8 ± 4.11 歳、また、幼児の朝食摂取に
関連するとされている母親の朝食摂取頻度 2）

は 91.0％がほぼ毎日食べていた。これらの基
本属性は、「食育の認識」と「バランスガイ
ドの活用スキル」別にみたが、有意差はみら
れなかった。
　3.2．生活習慣との関連（表 2）
　幼児全体の起床時間は 7 時台、就寝時間は
9 時台が多かった。11 時以降に就寝していた
幼児は約 2％いた。起床時間は、「食育の認識」
および「バランスガイドの活用スキル」別に
みたが、分布に差は見られなかった。就寝時
間は食育の有無別にみると、認識ありの方が
認識なしに比べて、早い時間帯に分布してお
り、残差分析で、「午後 9 時台」「午後 10 時台」

「午後 11 時以降」の分布に違いがあることが
確認された。就寝時間と「バランスガイドの
活用スキル」別には有意な差は見られなかっ
た。
　幼児全体の朝食摂取状況について、「ほぼ
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毎日」食べると答えた母親は 95.7％であった。
「食育の認識」別にみると、朝食摂取頻度の
分布に有意差があり、認識ありの方が認識な
しに比べて朝食摂取は高かった。残差分析で
詳しくみると、認識の有無別では、「ほぼ毎
日食べる」「週に 4・5 日食べる」「週に 2・3
日食べる」「ほとんど食べない」のすべての
項目で差があった。「バランスガイドの活用
スキル」の有無も幼児の朝食摂取頻度と関連
し、活用スキルありが活用スキルなしに比べ
朝食摂取頻度は高く、残差分析で、「ほぼ毎
日食べる」の項目に差があった。
　3.3．幼児の食品摂取頻度との関連（表 3）
　主要な食品群および飲料との関連を見たと
ころ、食育の認識についても、食事バランス
ガイドの活用スキルにおいても、肉類、果汁
などの甘味飲料、スポーツドリンクなどのイ
オン飲料では有意差がみられなかった。穀類
は 100％の子どもが食べていた。
　「食育の認識」の有無別に摂取頻度の分布
に有意差がみられたものは、魚、卵、野菜で
あった。いずれも認識ありの方が摂取頻度の
高い方に分布していた。残差分析で差があっ
た項目は、魚と卵では「週に 4・5 日食べる」

「ほとんど食べない」であり、野菜では「ほ
ぼ毎日食べる」「ほとんど食べない」であった。
　「バランスガイドの活用スキル」の有無別
に摂取頻度に有意差がみられたものは、魚、
大豆・大豆製品、野菜、果物、牛乳・乳製品
であった。いずれも活用スキルありの方が摂
取頻度の高い方に分布していた。残差分析で
差があった項目は、魚では「週に 4・5 日食
べる」であり、大豆・大豆製品と野菜では「ほ
ぼ毎日食べる」「ほとんど食べない」であっ
た。果物では「週に 4・5 日食べる」「ほとん
ど食べない」であり、牛乳・乳製品では「ほ
とんど食べない」であった。
　3.4．生活習慣において有意差のあった項
目との関連の強さ（表 4）
　食育の認識の有無別に、フィッシャーの正

確確率検定で有意差がみられた項目（朝食摂
取状況、就寝時間）を、ロジスティック回帰
分析にて関連の強さを確認したところ、朝食
摂取に関連が強いことが示され、オッズ比は
8.72 であった。バランスガイドと生活習慣の
関連はフィッシャーの正確確率検定で朝食摂
取頻度しか有意差がなかったため、ロジス
ティック回帰分析は行わなかった。
　3.5．幼児の食品摂取において有意差の
あった項目との関連の強さ（表 5）
　幼児の食品摂取頻度との関連の強さでは、

「食育の認識」の有無別および「バランスガ
イドの活用スキル」の有無別のどちらも、野
菜摂取との関連が強かった。オッズ比はそれ
ぞれ 2.08 と 1.86 を示した。

4．考察 
　本研究は、地方計画の現状調査データ 12）

をもとに、幼稚園児の母親を対象に、家庭で
の食育の重要性の認識および食事バランスガ
イドを活用した食事の実践スキルと、生活習
慣や食品摂取との関連を検討することを目的
にしたものである。
　4.1．生活習慣について
　フィッシャーの正確確率検定と残差分析か
ら、食育の認識あり群では遅い時間帯に寝る
幼児が少なく、朝食摂取頻度が高いことが示
された。
　朝食を「ほぼ毎日」食べる以外を「欠食」
とした場合、対象園児全体の朝食欠食状況は、
4.3％であった。平成 24 年の国民健康・栄養
調査 14）で当日の朝食を欠食した 1 ～ 6 歳児
は 6.5％であり、対象年齢と朝食欠食の定義
は異なるが、本研究での朝食欠食率は国より
も低かった。しかし、食育の重要性の認識別
にみると、認識ある場合は、欠食する幼児は
1.6％、いつも食べない（「ほとんど食べない」）
幼児は 0％であったが、認識のない母親の子
どもでは 13.2％に欠食があり、いつも食べな
い（「ほとんど食べない」）子どもも約 4% い
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調査を行ない、保護者の食管理の意識が低い
場合は食品別使用状況が悪いということを報
告している。本研究においても食育の認識の
有無によって食品の摂取状況に差が見られ
た。
　主菜となる食品では、魚の摂取が食育の認
識においてもバランスガイドの活用スキルに
おいても有意差があった。魚の摂取頻度を食
育の認識有無別にみると、毎日食べているの
は認識あり群だけであった。残差分析では、

「週に 4・5 日食べる」のは認識ありに多く、
「ほとんど食べない」は認識なしに多かった。
また、魚の摂取は食事バランスガイドの活
用スキルの有無別にみても有意差が見られ、

「週に 4・5 日食べる」幼児はスキルありに多
かった。農林水産省が平成 25 年に実施した
調査 17）によると、魚は健康イメージが強く、

「肉類よりも健康に良い」（64.7％）、「旬や季
節感を感じることができる」（53.6％）と消
費者が感じていることを報告している。本研
究でもこのようなイメージを反映し、認識あ
りやスキルありの母親の子どもに魚の摂取が
多かったのではないかと考えられた。
　また、大豆・大豆製品、果物、牛乳・乳製
品の摂取頻度は、食育の認識には関連が見ら
れず、食事バランスガイドの活用スキルで関
連していた。中でも果物、牛乳・乳製品は 1
日単位でバランスよい食事を実践するとき
に、バランスガイドのコマの下方に存在し 7）、
欠かすことのできない特徴的な食品である。
よって食事バランスガイドを参考に実践でき
るため、「認識」に有意差が見られず、「活用
スキル」のみに有意な差が見られたのではな
いかと考えられた。
　次に野菜の摂取であるが、野菜の分布を残
差分析で、認識あり、活用スキルありで「ほ
ぼ毎日食べる」幼児が多く、「ほとんど食べ
ない」幼児は少なく、有意の差がみられた。
関連の強さをみるロジスティック回帰分析で
は、食育の重要性の認識のある母親の子ども

た。本研究では、認識の有無で朝食摂取頻度
に大きな違いがあることが示唆された。
　塚原の調査 15）では、保護者の食管理の意
識が低い場合は子どもの欠食状況が悪いこと
が報告されている。また、平成 17 年度およ
び 27 年度乳幼児栄養調査結果 2）16）において
も、就寝時間が朝食摂取に関連があり、就寝
時間が遅い子どもは朝食摂取率が低いことが
報告されている。本研究においても、幼児の
朝食摂取や就寝時間などの生活習慣は、保護
者の認識と関連していた。中でも、朝食摂取
状況との関連は顕著であることが示され、認
識ありの母親の子どもが朝食をたべるのは、
認識していない母親の子どもと比してオッズ
比は 8.72 と高かった。
　一方、バランスガイドの活用スキルの有無
別においても、朝食摂取状況と関連しており、
活用スキルありの場合の欠食は「週に 4・5
日」食べる幼児が 1.4％、「週に 2・3 日」「ほ
とんど食べない」はいなかったが、活用スキ
ルのない場合は 6.7％が欠食していた。残差
分析では、スキルありで「毎日食べる」幼児
が多く「週に 2・3 日食べる」幼児は少なかっ
た。食育への認識の高い母親は、朝食摂取意
識だけでなく、バランスガイドなど食全体へ
の関心が高いことが考えられたが、今回掘り
下げた分析ができていないため、今後は、バ
ランスガイドの活用スキルと朝食摂取などの
生活習慣との関係性にどのような構造がある
のかを検討していく必要があると考える。
　4.2．食品摂取状況について
　家庭における食育の重要性の認識がある母
親の子どもは、フィッシャーの正確確率検定
の結果、魚、卵、野菜の摂取頻度が高かった。
食事バランスガイドを参考にした食生活への
活用スキルがある母親の子どもは、魚、大豆・
大豆製品、野菜、果物、牛乳・乳製品の摂取
が高かった。
　前述の塚原の調査 15）では、欠食などの生
活習慣だけでなく、食品摂取状況についても
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母親を対象に食育を推進する場合には、家庭
における食育の重要性を啓発するとともに、
食事バランスガイドのような具体的なスキル
の獲得をめざした食育の機会を増やす必要が
ある。幼稚園のお弁当であれば、食事バラン
スガイド以外にも三色栄養やお弁当箱を使っ
た指導ツールによる食育推進をするととも
に、その効果についても検証する必要がある
と考える。そして、残る「強化因子」にアプロー
チすることも検討し、幼稚園であれば、幼稚
園教諭の食に対する意識や態度を好ましいも
のになるよう施設（幼稚園）と連携した取り
組みを推進していくことが望まれる。
　本研究の限界としては、1 つ目は、断面調
査により、影響の方向性を明らかにできない
点である。2 つ目に、本調査では既存データ
をもとに解析したため、限られた質問項目数
からの分析であり、客観的摂取量および質を
確認していないという点である。
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